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年齢・賃金プロファイルの再検討*
A Reexamination of Age-Wages Profile*
雨宮　康樹**
Yasuki AMEMIYA* *
Abstract
This paper examines the effect of age on wages for French bleu-collar workers, considering
those who stay at same job ranks and those who are promoted to higher hierarchical posi-
tions. The analysis indicates that there is a strong effect of age on wages due to a positive
correlation between age and job ranks. This implies two possibilities. The first is that con-
trary to what is generally believed, human capital of French bleu-collar workers increases
along with job experience. The second is that wages for French bleu-collar workers are jointly
determined with household consumption.
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2I.　はじめに
国際公共政策研究 第5巻第2号
労働者の賃金は、一般に年齢とともに上昇する。このことは、 1人の労働者の時系列変化
をみても、また、ある時点での年齢別平均賃金をみても確認される。しかし、こうした年齢
に伴なう賃金の上昇は、国や職種によって大きく異なるとされる。日本と欧州諸国の年齢・
賃金プロファイルを比較した小池(1981、 1991)は、 1972年のEC諸国の賃金構造調査を調
べた結果、西欧のホワイトカラー賃金は、年齢とともに大きく上昇するのに対し、プル-カ
ラー賃金は、未成年者のうちは急激に上昇するが、 20代半ばを過ぎると、せいぜい10%程度
しか上がらず、むしろ横ばいである、と指摘している。そして、ここから日本の大企業生産
労働者の年齢・賃金プロファイルは、西欧諸国のそれと大きく異なると主張する。
小池のこの発見は、いまや多くの労働経済学の教科書において、ほぼ``常識''として定着
している。例えば、中馬(1995)は、 「わが国生産労働者のプロファイルは、ヨーロッパ諸国
やアメリカの生産労働者のプロファイルが早い時点で"頭打ち''になるのにくらべて、勤続
とともに上昇する期間が長く続く"いわゆる年功型''である(p.230)」と小池の研究を紹介
している。
三谷(1997)は、 「年功賃金は日本だけでなく、欧米諸国にもみられる。 ---[略]---管理・
事務・技術労働者については、日本だけでなく、程度の差こそあれ、どこの国でも年功賃金
がみられる。ただし、これらの国のなかでは日本の管理・事務・技術労働者の賃金カーブが
もっとも傾きが大きい。生産労働者についてみれば、大きな差異がみられる。他の諸国に関
しては20歳までは賃金が上昇するものの、 30歳代以降はほとんど横ばいである。これに対し
て日本の生産労働者については、明瞭な年功賃金がみられる。すなわち、日本の生産労働者
の賃金プロファイルは、ホワイトカラー労働者の賃金カープに似通っていると言えよう。小
池(1981)はこのことを"ブル-カラー労働者のホワイトカラ-化"と呼んだ(pp.182-183)」
と紹介している。
同様な見方は、例えばフランスにおいても存在する。 Lheritier (1992)は、賃金構造調査
1986 (l'enqugte sur la structure des salaires 1986)を用い、職業階層別の賃金関数を推計し
たOその結果、 20歳の賃金を基準とした場合、カードルの賃金は76%、テクニシャンや職長
の賃金は39%上昇するのに対し、事務職員では21%、生産労働者では12%しか上昇しないと
結論している1)。また、 Glaude (1986)は、雇用調査(l'enqugte sur l'emploi 1984/1985)を
用い、職業階層別の賃金関数を推計し、その結果、職業経験10年によって、カ-ドル(管理
1)ただし、この分析では年齢の効果と、勤続年数の効果を分離している。したがって、生産労働者の標準労働者では
賃金上昇率は20%強となる。
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職・専門職)の賃金は30%、職長やテクニシャンの賃金は25%を上昇するのに対し、事務職
員や生産労働者の賃金は、それぞれ12%と10%しか上昇しないとしている。
このような西欧諸国と日本の生産労働者の年齢・賃金プロファイルの違いを、小池は人的
資本仮説の立場から、日本の大企業生産労働者が、西欧の生産労働者とは異なり、ホワイト
カラ-並みの高い熟練を蓄積するためであると説明する。
しかし、生産労働者の年齢に伴なう賃金の上昇が日本と西欧諸国で大きく異なるという"常
請"には、次のような疑問がある。欧州諸国の生産労働者の賃金は仕事によって決まる"仕
事給"が「般的であるとされるが、このような賃金制度においては、労働者が同一の仕事に
留まる限り、賃金はほとんど上昇しない。しかし、年齢の上昇とともに労働者を高賃金の仕
事に引き上げるような人事・賃金制度が運用されているとすると、昇進による賃金上昇効果
を含めた生産労働者の賃金は年齢とともに上昇している可能性がある。したがって職業階層
別の年齢・賃金プロファイルを推計するには、職業階層を越えた移動を含めた分析を行うこ
とが望ましい。しかし、労働統計や賃金統計が職業階層別に公表されるという制約があるた
め、職業階層別の分析は、ある時点に、同一の職業階層に属する労働者の年齢・賃金プロフ
ァイルを分析しており、職業階層を越えて形成される労働者のキャリアを考慮していない。
このような分析上の制約は、職業階層間の賃金格差が大きいとされるフランスでは、低位の
職業階層から出発する労働者の年齢・賃金プロファイルを実際よりも低く推計してしまう可
能性がある2)0
本稿では、職業階層を超えた"縦の移動"についての分析を行なった上で、従来、 20代を
過ぎるとほとんど上昇しないとされてきたフランス生産労働者の年齢・賃金プロファイルに
ついての"常識"を再検討する。使用するデータはフランス国立統計経済研究所(INSEE)
が1993年5月に実施したFormation et Qualification Professionnelle 1993 (FQP1993)の個
票である　FQP1993は、調査対象者に入職時、調査の5年前(1988年)、調査時(1993年)と
いう三つの時期の職業階層を尋ねており、各労働者の職業階層の変化を時系列で追跡するこ
とができる。
本稿の第2節では、労働者のキャリアデータを含むFQP1993の個票を用いて、労働者の入
職時の職業階層と学歴との関係を確認し、第3節では、職業階層を超えた昇進と年齢との関
2) 1984のenqugte emploiを用いて職業階層別賃金関数の推計を行なったGlaude (1986)は横断面データによる職
業階層別賃金関数の推定の間愚点を次のように記している。
En effet toute augmentation individuelle de salaire s'accompagnant d'un changement de catggorie socio-
professionnelle n'est pas comptabili盛e comme effet de carri芭re et il aurait certainement　ァtァ　prSfgrable
d introduire la catggorie soci0-professionnelle de dgpart de Findividu dans l'analyse de covariance (variable
malheureusement absente畠enquSte emploi)
(職業階層別の推計に横断面データを使用すると)資格・熟練度の変更による貸金の上昇は、推計値に反映されな
い。したがって、推計には入職時の資格・熟練度を用いる方が望ましいことは明らかである。しかし、残念ながら
雇用調査にこの変数は含まれていない(pp. 852-853)
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係を分析する。第4節では、第3節の分析を基に、生産労働者の年齢・賃金プロファイルを
再検討する。
2.人職時の職業階層と学歴
2-J　使用データの職業階層と学歴
本節の分析には、 FQP1993の標本の内、民間企業と国有企業に勤めるフランス人男子常用
雇用者で1992年に12ヶ月就業し、さらに入職時に生産労働者、職長・テクニシャン、カード
ル(管理職・専門職)に格付けされた1907人の個票データを用いる3)0
この1907人の入職時における職業階層と学歴は、表-1Aに示してある。入職時の職業階層
を見ると、生産労働者79% (非熟練労働者49%、熟練労働者30%)、テクニシャン14%、カー
ドル7%となっている.キャリアのスタート時点において、半数の労働者が非熟練労働者に
格付けされていることが注目される。
次に、この1907人の学歴を国民教育省(MinistSre de l'education nationale)によって規定
された学歴区分によってみると、義務教育修了者は32%、短期職業教育修了者は45%、後期
中等教育修了者は10%、短期高等教育修了者は6%、高等教育修了者は7%となっている。
全体の8割近くを義務教育修了者と短期職業教育修了者が占めており、低学歴層の比率が極
めて高いことが注目される。このように労働者の多くは総じて低学歴層であり、キャリアを
低い職業階層からスタートしている。
ただし、フランスでは、 70年代以降、高学歴化が急速に進展しており、若年層は高学歴化
していることが予想される。就学年数の平均値とメディアンを用いて年齢階層間の比較をし
てみよう。表-1Bを見ると、 50代後半と高学歴層が労働市場に参入してくる20代後半との平
均就学年数には2年、メディアンには3年の違いがあり、若年層と高齢層の学歴には大きな
差異があることが確認できる。
3)本稿の職業階層は、 INSEE (国立統計経済研究所)の定義に従っている。各職業階層の内訳は次の通りである。な
お、本稿では、生産労働者のキャリアパスを主に分析するため、入職時に事務職員に格付けされた労働者は分析か
ら除いてある。
生産労働者(Ouvrier qualifi芭S熟練労働者、 Ouvriers non qualifies非熟練労働者)
事務職員(Employes administratifs d'entreprise事務・管理職員、 Employes de commerce営業・販売員)
職　　　長(Contremaitres, Agent de ma‡trises)
テクニシャン(Techniciens)
カードル(Cadre administratif et commerciaux d'entreprise事務系管理職、 Inggnieurs et cadres techniques
d entrepriseェンジこア・技術系管理職)
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表-1A　入職時点の職業階層と学歴
入職時の職業階層　　　　　　　　　　　学歴
生産労働者　　　　　　　79 %　　義務教育修了者　　　　32 %
非熟練労働者　　　(49 % )　短期職業教育修了者　　45 %
熟練労働者　　　　(30 % )　後期中等教育修了者　　1 0 %
職長・テクニシャン　　14%　　短期高等教育修了者　　　6%
カードル　　　　　　　　7%　　高等教育修了者　　　　　7%
TTL
(出所) FQP1993
表-1B　年齢階層別就学年数
5
20-24　25-29　30-34　35-39　40-44　45-49　50-54　55-　　全体
平均就学年数　　11.6　12.3　11.9　11.6　11. 0　10.8　10.9　10. 1　11.4
メディアン　　　　12　　　12　　　11　　11　　11　　10　　　10　　　　9　　　11
(出所) FQP1993
212　人職時の職業階層と就学年数
次に、学歴とキャリアスタート時点における職業階層との関係を多項ロジットモデルを用
いた分析によって明らかにしてみよう。
キャリアスタ-ト時点で、生産労働者に格付けされた者(0.)、職長やテクニシャンに格付
けされた者(Qa)、カードル(管理職・専門職)に格付けされた者(0.)という3つのグルー
プを考えてみよう。各労働者が就学年数にしたがってこの3つのグループに格付けされる確
率をQl、 Q2、 03とし、これを被説明変数とすると、この確率は次のようなロジスティック
分布によって表すことができる。
Q,-l!{l+exp(vi)+exp(i/2)l
Q2-exp(v[)/{l+exp(.vi)+exp(v2)}
Q3-exp(t;2)/{H-exp(Dl)+exp(v2)}
説明変数は就学年数であり、 vl、 V2は次のように示される。
vl -βll+βaEDCTN
v2-β21 +β2[EDCTN
被説明変数と説明変数は次の通りである。
Ql :入職時、生産労働者に格付けされた者
Q2 :入職時、職長やテクニシャンに格付けされた者
Q3 :入職時、カードル(管理職・専門職)に格付けされた者
???????????????????? ????????????
?ー ?????ー???????????
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EDCTN :就学年数O就学年数は、学業終了年齢- 6年で求めた上で、標準化してある。
β11-β22 :パラメータ
就学年数については、表-1Bで明らかなように、若年層と高齢層の平均就学年数に大きな
差があるため、就学年数をすべての年齢階層に一律に用いると、学歴の効果を正しく推計で
きない。また、次節以降で行なう年齢を説明変数として加えた分析においては、年齢の効果
を過大に推計してしまう危険がある。したがって、本稿の分析では、 5歳きざみの年齢階層
別に標準化した就学年数を用いる4)0
推計結果は表-2に示してある。Kullback-Leibler R-sqは0.47と高い数値を示し、就学年数
の2つの変数は1%水準で有意であることを示している。図-1は、表-2の結果をもとに各職
業階層への格付けの確率を就学年数ごとに示したものである。ここからは、就学年数9.5年(義
務教育修了者の平均就学年数)ではほぼ100%が生産労働者に、修学年数11. 5年(短期職業教
育修了者の平均就学年数)では9割が生産労働者に、 1割が職長・テクニシャン等に格付け
されることがわかる。また就学年数13.5年(後期中等教育修了者の平均就学年数)では3分
の2が生産労働者に、 3分の1がテクニシャンに、就学年数15.5年(短期高等教育修了者の
平均就学年数)では、 6割が職長・テクニシャンに、就学年数18年(高等教育修了者の平均
就学年数)では7割がカードルに格付けされることがわかる。このように学歴とキャリアス
タ-ト時点の職業階層には密接な関係がある.
表-2　就学年数と入職時の職業階層の分析
Number of observations: 1907
V ariable C oefficient tーstatistic
C 2 一11.02 一19.69
ED CT N 2 0.774 17.74
C 3 一22.99 - 17.38
ED CT N 3 1.485 17.41
Kullback-Leibler R-sq: 0. 47
Log likelihood: -671.198
(注)すべての係数は1%水準で有意である。
4)標準化は下記の式に従って行なっている。
サrcj- "蝣(I) ff,+サo
nnJ　個人jの標準化後の就学年数
n, :個人jの就学年数
nu) :個人jの属する年齢階層の平均就学年数
宛o :全サンプルの平均就学年数
"蝣(() :個人jの属する年齢階層の就学年数の標準偏差
げ。 :サンプル全体の就学年数の標準偏差
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図-1就学年数と入職時の職業階層
PROBABILITY
10　　　　12　　　　14　　　　16　　　　18　　　　　20
(注)横軸は就学年数、縦軸は各職業階層に格付けされる確率を示している0
一一一一は生産労働者への格付け、 -は職長・テクニシャンへの格付け、
はカードル(管理職・専門職)への格付けである。
3.職業階層を超えた縦の移動の分析
EDUCATION
本節では入職時に生産労働者に格付けされた労働者が、その後、どの程度上位の職業階層
に移動するかを分析する。表-3には入職時に生産労働者に格付けされ、かつ1992年に12ヶ月
就業した民間企業と国有企業のフランス人男子常用雇用者1497人の93年時点の職業階層が示
してある。 93年の職業階層をみると、入職時に非熟練労働者に格付けされた労働者の多くが
熟練労働者へ格付けされているだけでなく、彼らの相当数が上位の職業階層に昇進している
ことがわかる。生産労働者の多くは、年齢の上昇とともに同一職業階層内だけでなく上位の
職業階層へも移動しているのである。ただし、 93年時点の職業階層は、キャリアのさまざま
な段階にある労働者をひとまとめにして見た割合であり、あらゆるキャリアの段階にある労
表-3　人職時と93年時点の職業階層
入職 時の職業階層 93年時点の職業 階層
非熟練労働者 95 1人 (64% ) 281 (19 % )
熟練労働者 546人 (36% )
1497人(100% )
831 (56 % )
職長 . テ クニ シャン 321 (21% )
カー ドル 64 人 (4 % )
T T L 1497人(100 % )
(出所) FQP1993
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働者の平均である。
そこで、彼らの職業階層が、学歴をコントロールした時、年齢とともにどのように推移す
るかを多項ロジットモデルを用いて分析しようo生産労働者のキャリアとして生産労働者と
してキャリアを終る(PRi)、職長やテクニシャンへ昇進する(PR,)、カ-ドルへ昇進する
(PR,)という3つのキャリアを考えてみよう5'o労働者が、この3つのグループに属する確
率を現、PRZ、PR3とし、これを被説明変数とすると、この確率は前節の式(1)、 (2)、 (3)
同様、次のようなロジスティック分布によって表すことができる。
Pi?i-l/{l+exp(v,)+exp(i/2)}
Pi?2=exp(t;l)/{ l +exp(t;l)+exp(j;2)}
Pi?3-exp(i;2)/{ l +exp(t>l)+exp(i;2)}
(6)
(7)
(8)
説明変数は年齢、標準化した就学年数、年齢と企業規模の交差項であり、 〝1、 〝2は次のよ
うに示される。
V] =βll +β】,AG+βI3EDCTN+βltAGN
v2 =β21 +β22AG +β23EDCTN+βuAGN
被説明変数と説明変数は次の通りである。
PRr l生産労働者の残存者
PR2 :職長やテクニシャンへの昇進者
PR,カードルへの昇進者
AC:年齢
EDCTN :標準化した就学年数
表-4　職業階層を超えた昇進の分析
Number of observations: 1497
Variable Coefficient　　　　　卜statistic
C2
AG2
EDCTN2
AGN
C3
AG3
EDCTN3
AGN3
-7.313
0. 049
0. 357
0. 017
-12.819
0. 100
0. 509
0. 013'
-13.05
6. 43
9.42
5. 24
-ll.04
6.53
7.ll
2.19
Kullback-Leibler R-sq: 0. 13
Log likelihood: -891.027
(注) *は5%水準で有意。他の係数は1%水準で有意である。
5)生産労働者から事務職員へ移動した者や、事務職員から生産労働者へ移動した者は分析から除外した。
(9)
(10)
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AGN: AGネN N5Q0人以上規模1、 500人未満は0
β,I-β24 :パラメータ
推計結果は表-4に示してある。年齢と就学年数の係数はすべて1 %水準で有意に正となっ
ており、年齢が上昇するほど、また就学年数が長くなるほど上位の職業階層への昇進者が増
えることがわかる。さらに年齢と企業規模の交差項AGN2、 AGN3はそれぞれ1%水準と
5 %水準で有意に正であり、大企業ほど上位の職業階層への昇進が広範に行なわれているこ
とがわかる。
表-5　大企業生産労働者の年齢別職業階層(%)
20歳　　25歳　　30歳　　35歳　　40歳　　45歳　　50歳　　55歳　　60歳
?? ??? ??? ? ?? ??????? ????? ???? ???? ???????? ??????? ? ??????? 】 ? ? ???????????? ?????????????? ??????????
(注)就学年数(標準化済み)は入職時に生産労働者に格付けされた労働者の平均就学年数である10.5年にコントロー
ルしてある。なお、 60歳のデータについては、 55歳以降のサンプル数が、他の年齢層に較ペてやや少ないため、参
考までに記載してある。
図-2　大企業生産労働者の年齢別職業階層
PROBABILITY
l
0.8
0.6
0.4
0.2
.こ. r=
IEこil
′一′
メ.′
I=
!一一一一く
30　　　　　　　　　40 50
(注)横軸は年齢、縦軸は各職業階層に格付けされる確率を示している。
-は生産労働者への格付け、　　は職長・テクニシャンへの格付け、
・-は職長・テクニシャンにカード>v (管理職・専門職)を加えた確率を示している0
60
AGE
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表15と図12には、大企業の生産労働者の職業階層が、年齢とともにどのように推移するか
を示してある。就学年数は生産労働者に格付けされる労働者の平均的就学年数(10.5年)に
コントロールしてある.
これをみると、生産労働者に留まる労働者は、年齢とともに徐々に減少し、 50歳では半数、
55歳では4割となる一方、上位の職業階層へ昇進する労働者は50歳では5割、 55歳では6割
に達することがわかる。この結果は、大企業において労働者を年齢とともに上位の仕事に引
き上げる人事・賃金制度が、広範に実施されていることを示している0
この分析結果は、職業階層別横断面データによる分析では、生産労働者の年齢・賃金プロ
ファイルを実際よりもフラットとみなしてしまう可能性を示している。とりわけ、職業階層
間の賃金格差が大きいとされるフランスではその影響は無視できないことが予想される6)0
4.縦の移動を考慮した年齢・賃金プロファイルの再検討
年齢の上昇とともに上位の職業階層へ昇進する者が増えるという事実は、従来の職業階層
別横断面データでは、生産労働者の年齢・賃金プロファイルを正しく捉えられない。本節で
は、職業階層を超えた縦の移動を考慮した年齢・賃金プロファイルの分析を行ない、生産労
働者の年齢・賃金プロファイルの形状をより現実に近い形で把握する0
表-6Aから1972年のStructure of Earning in Industryによるフランス生産労働者と職員
の年齢・賃金格差を見ると、職員の賃金は年齢とともに大きく上昇するが、生産労働者の賃
金はほとんど上昇しない。一方、表16Bから1985年のEnquSte emploiによる年齢別賃金をみ
ると、やはり熟練労働者と非熟練労働者の貸金はほとんど上昇しない。これらは小池の指摘
通りである。しかし、この年齢別賃金は、同一レヴェルの仕事に留まっている労働者の年齢・
賃金プロファイルであり、上位の職業階層に昇進した労働者の賃金を捉えていない。
表-6A　賃金の年齢別格差1972
(21歳から24歳の賃金-100)
年齢　　　　20-24　25-　　30-34　35-39
生産労働者　　　100　108. 8　113. 0　113. 9
職員　　　　　　100　133.3　162.4　176.0
40-44　45-49　50-54　55-59　60以上
113.4　111.6　109.9　106.6　102.5
185. 6　187.7　183. 1　174. 1　175.8
(出典) 『活用労働統計』日本生産性本部、 1994からフランスの生産労働者と職員の賃金を抜粋。
(資料出所) EC. Structure of Earning in Industry 1972
6)日仏の賃金構造の比較をしたNohara (1995)によれば、男性管理職・専門職の平均貸金は、フランスでは男性生産
労働者の2.62倍、日本では1.61倍となっている。
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表-6B　賃金の年齢別格差1985
(21歳から24歳の賃金-100)
ll
年齢 21- 24 25′}29 30- 34 35- 39 40- 44 45- 49 50- 54 55- 5960以上
非熟練労働者 100 108.2 112.9 117.4 116.8 116.5 115.2 113.2 112.2
熟練労働者 100 107.5 111.2 120.0 121.7 121.7 119.7 115.9 117.5
(出所) Enquete emploi 1985
4-1縦の移動を考慮した生産労働者の年齢・賃金プロファイル
本節では、上位の職業階層へ昇進した労働者をも含めたサンプル・セットによって賃金関
数を推計し、従来、常識とされていた生産労働者の年齢・賃金プロファイルについて再検討
を加える。以下、計量分析のためのモデル、回帰モデルの推計結果の順で議論を進める。
推計式の被説明変数には1992年の基本給(13月給7)を含まない社会保険料控除後の年収)の
自然対数債を使用し、説明変数には、年齢の賃金上昇効果を測るため年齢の1次項と2次項
を、さらに標準化した就学年数と企業規模による賃金上昇率の差を測るために年齢と企業規
模ダミーの交差項を用いる.なお、分析には、前節の昇進分析同様、民間企業と国有企業の
フランス人男子常用雇用者の内、 1992年に12ヶ月就業した1497人の個票を用いる。したがっ
て、公務員、移民労働者、 1992年の就業期間が12ケ月に満たない者、研修生、期間般定社負
等は含まれていない8)。推計式と推計式の被説明変数および説明変数は下記の通りである。
InSAL-- βlC+β ,AG+β ,AG2+β ,EDCTN+βsAGN
inSAL : 1992年の賃金-基本給(自然対数値)
C:定数項
AG:
AG2:年齢の2次項
EDCTN :標準化した就学年数
AGN: AG*N　7V500人以上規模1、 500人未満は0
β1-5:パラメータ
推計結果は表-7に示してある。すべての変数は1 %水準で有意である。年齢の1次項は正、
2次項は負であり、年齢の1次項と2次項を用いて計算すると、賃金は50歳まで上昇を続け
7)年間12ヶ月の月収の他に、 1ヶ月または2ケ月の賞与が出る。これを13月給(13 ememois)、 14月給(14芭memois)
と呼ぶ。
8)雇用情勢の悪化をうけて、 80年代には期間限定社員、派遣社員、研修生等の非常用雇用が増大した。このような非
常用雇用者には若年労働者が多く、その賃金は低い。そのため非常用雇用者を分析に含めると若年層の賃金が低下
し、年齢・賃金カープは実際よりも急になってしまう危険がある。このような問題を避けるため、ここでの分析は
1992年に12ケ月就業したフランス人常用雇用者のサンプルに限定した。また、どの職業階層においても55歳以上の
労働者が各職業階層内に占める割合は、他の年齢層に較べてやや低い。これは、 80年代半ばの労働力管理政策によ
って、 55歳からの退職が奨励されたためと思われる。
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表-7　生産労働者の賃金関数
Number of observations: 1497
Variable Coefficient　　　　　　卜statistic
C
AG
AG2
EDCTN
AGN
9. 85
0. 053
-0. 00054
0. 034
0. 0034
????????? ?? ?????
自由度修正済R2　0.24
(注)すべての係数は1%水準で有意である。
表18　生産労働者の年齢別賃金
20歳　　　　30歳　　　　40歳　　　　50歳
大企業　　　　67153　　　　90131　　108578　　　117399
(100)　　　(134)　　　(162)　　　(175)
中小企業　　　62738　　　　81391　　　94771　　　99045
(100)　　　(130)　　　(151)　　　(158)
第5巻第2号
(注)賃金は、表18の推計値から、就学年数10.5年の労働者の年齢別賃金(年収)を計
算した結果である。 ( )内は、 20歳の賃金を基準とした賃金上昇率である。
ることがわかる。これは、生産労働者の賃金は20歳を過ぎると、ほぼ横ばいであるという従
来の常識とは大きく異なる。一方、年齢と企業規模の交差項も有意に正であり、年齢・賃金
プロファイルの傾きが大企業ほど急であることを示している。ここには大企業の生産労働者
が職業階層を超えてより頻繁に昇進することが反映されている。
表-8には、推計結果から求めた就学年数10.5年を有する労働者の年齢別賃金と、 20歳の賃
金を100とした時の賃金の上昇率が示してある9)。この結果からは、 20歳時点の賃金から大企
業50歳の労働者の賃金は75%、中小企業では58%上昇していることがわかる。図13には、就
学年数をコントロールした時の年齢・賃金プロファイルが企業規模別に示してあるoまた、
参考までに横断面デ「タによって9_3年に非熟練労働者に格付けされている労働者の年齢・賃
金プロファイルも示してある。ここからは上位の職業階層への昇進者を含めることによって、
賃金は年齢とともに大きく上昇し、従来、 "常識''とされてきた年齢・賃金プロファイルとは
大きく異なることがわかる。生産労働者の賃金は20代で頭打ちとなり上昇率は10%程度にと
どまるという"常識"は、職業階層を超えた縦の移動を分析に含めることによって大幅に修
正される。
9)これは、 93年時点における年齢差による賃金格差であるが、経済全体で毎期毎に同じ状況が成立すると仮定すれば、
この結果は1人の労働者が受け取る賃金の時系列変化であると読みかえることができる。
年齢・賃金プロファイルの再検討
図一3　生産労働者の年齢・賃金プロファイル
m
′′
1.7
1.6
1.5
1.4
1.3
1.2
1.1
=　　ー　　「こ~-
25　　　　　30　　　　　35　　　　　40　　　　　45　　　　　50
(注)横軸は年齢、縦軸は20歳の賃金を基準(1)とした賃金上昇率を示している。
一一‥は93年時点に非熟練生産労働者に格付けされている労働者の賃金プロファイル
は上位の職業階層への昇進者を含めた大企業労働者の賃金プロファイル
-は上位の職業階層への昇進者を含めた中小企業労働者の賃金プロファイル
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4-2　年齢に伴なう賃金上昇と昇進に伴なう賃金上昇
前節では、生産労働者の賃金上昇率が、上位の職業階層への移動を含めるか否かによって
大幅に異なることが明らかになった。生産労働者の賃金上昇率は昇進に大きく依存している
のである。そこで、本節では、入職時に生産労働者に格付けされた労働者のキャリアを、 (1)
生産労働者に留まる労働者、 (2)職長・テクニシャン等に昇進する労働者、 (3)カ-ドル(管理
職・専門職)にまで昇進する労働者という3つに類型化し、これら3つのキャリア別に年齢・
賃金プロファイルを推計する。
推計式には、前節で用いた推計式に年齢と各職業階層への昇進者ダミーの交差項を加え、
上位の職業階層に昇進した労働者の賃金上昇率を職業階層別に捕捉する。新たに使用する説
明変数は次の通りである。
AGQ34:AG*Q34　AG年齢　Q34　職長への昇進者1　その他O
AGQ5 :AG*Q5　AG年齢　Q5　テクニシャンへの昇進者1　その他O
AGQ7 :AG*Q7　AG年齢　Q7　カ-ドルへの昇進者1　その他0
推計結果は表-9に示してある。自由度修正済み決定係数は、 3つの説明変数を加えること
によって、前節の分析よりも大幅に向上している。また、すべての係数は1%水準で有意で
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表-9　生産労働者のキャリア別賃金関数
Number of observation: 1497
Variable Coefficient　　　　　　　卜statistic
C
AG
AG2
EDCTN
AGN
AGQ34
AGO5
AGQ7
10. 1436
0. 051
-0. 00058
0. 013
0. 0023
0. 0057
0. 0060
0. 0155
?????????????????? ???????? ? ??????? ???????????
自由度修正済R2　0.45
(注)すべての係数は1%水準で有意である。
表-10　生産労働者のキャリア別賃金上昇率
第5巻第2号
?????????????????
???????
???? ー
40歳
97159
(145)
122039
(162)
180611
(197)
20歳　　　　30歳
67111　　　　85571
(100)　　　(128)
生産労働者
職長・テクニシャン　　　75212　　　101529
カードル
(100)　　　(135)
91501　　　136230
(100)　　　(149)
ある。
年齢の係数は、生産労働者内にとどまる労働者の年齢に伴なう賃金上昇を示している。そ
のため、前節の係数よりも若干低下している　AGQ34、 AGQ5、 AGQ7には上位の各職業階
層に昇進した労働者の賃金が、生産労働者にとどまる労働者に較べてどれだけ上昇するかが
示されている　AGQ34、 AGQ5、 AGQ7の係数はすべて1%水準で有意に正であり、上位の
職業階層への昇進者の賃金が、生産労働者にとどまる労働者に較べて、有意に高いことを示
している。係数の大きさを見ると、職長とテクニシャンの係数はほぼ同じであるが、カード
ル昇進者の係数は他の職業階層への昇進者に較べて極めて大きい。
就学年数の係数の大きさは、前節の分析よりも大幅に低下している。ここからは、就学年
数による賃金格差が主に上位の職業階層への昇進格差によってもたらされていることがわか
る。表-10と図-4には生産労働者のキャリア別賃金上昇率が示してある。生産労働者に留ま
る労働者の賃金上昇率は46%、職長・テクニシャンに昇進する労働者の賃金上昇率は75%、
カードルにまで昇進する労働者の賃金上昇率は133%でる.第3節の分析によれば、平均的就
学年数を有する大企業生産労働者が生産労働者に留まる確率は40%、職長・テクニシャンへ
昇進する確率は50%、カードルへ昇進する確率は10%であったので、賃金上昇率46%の確率
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図-4　生産労働者のキャリア別年齢・賃金プロファイル
25　　　　　30　　　　　35　　　　　40　　　　　45　　　　　50　　　　　55
(注)横軸は年齢、縦軸は20歳の賃金を基準( 1)とした賃金上昇率を示している。
一一一は生産労働者に留まる労働者の年齢・賃金プロファイルを示している。
は職長・テクニシャンへ昇進する労働者の賃金プロファイルを示している。
-はカードルへ昇進する労働者の賃金プロファイルを示しているO
は40%、上昇率74%の確率は50%、上昇率133%の確率は10%と予測できる。
4.分析の要約と結論
m
本稿での分析は次のように要約される。学歴社会といわれるフランスでは、学歴によって
入職時の格付けが決まり、労働者の多くは低位の職業階層からキャリアをスタートする。し
かし、労働者の多くは、その後、上位の職業階層へ昇進し、一部は職長やテクニシャンなど
を超えてカードル(管理職・専門職)へも昇進する.生産労働者として格付けされた平均的
労働者が、上位の職業階層に昇進する確率は大企業においてほぼ6割に達する。
このような事実を踏まえ、職業階層を超えた昇進者をも含む年齢・賃金プロファイルを推
計すると、生産労働者の賃金プロファイルは年齢とともに大きく上昇し、大企業の場合、 20
歳を基準とした賃金上昇率は75%に達する。さらに、入職時に生産労働者に格付けされた労
働者を(1)生産労働者に留まる労働者、 (2)職長・テクニシャンに昇進する労働者、 (3)カードル
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にまで昇進する労働者という3つにグループ化すると、賃金上昇率は生産労働者に留まる労
働者で46%、職長・テクニシャンに昇進する労働者で75%、カードルにまで昇進する労働者
で133%に達する。
小池は、 EC (1972)の賃金構造調査をもとに、日本の生産労働者の賃金が欧州諸国の生
産労働者に較べて大きく上昇することを発見し、日本の生産労働者の賃金プロファイルの特
殊性を主張したoしかし、生産労働者の賃金プロファイルの日仏間の違いは、賃金の決まり
方や労働統計や賃金統計の取り方の違いに起因しており、これらを調整すると、生産労働者
の賃金上昇率の差は大きく縮小する10)このように本稿の推計結果は、生産労働者の賃金に
ついての従来の"常識"とは大きく異なる。
年齢は、一般に人的資本や生活費の代理指標と解釈される。年齢を人的資本の代理指標と
考えるなら、本稿の分析結果は、フランスにおいても労働者の熟練や生産性を、年齢ととも
に上昇させるようなインセンティブメカニズムが広く存在することを示唆する。生産労働者
の人的資本は、従来思われていたように20代で頭打ちになるわけではなく、高齢になるまで
上昇している可能性がある。そもそも技術変化の激しい現代の先進工業国において、生産労
働者の人的資本の蓄積が20代以降、ストップしてしまうと想定すること自体、現実的ではな
い。
ただし、賃金を生産性に一致させることの難しさを考えると、本稿の分析結果は、生活費
の上昇に賃金をリンクさせるような賃金体系が、フランスにおいても存在することを示唆し
ているのかもしれない。そうすると、中高年の賃金と生産性は、大きく垂離している可能性
もあるoそもそも、生産労働者の賃金が20代を過ぎると横ばいになるという想定自体、フラ
ンス社会の既得権益に対する執着の強さを考えると、非現実的であるように思われる。
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